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関　税

（1）高関税品目
＊�本件は、WTO協定をはじめとする国際ルール整

合性の観点からは明確に問題があると言えない

貿易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸

念点に鑑み、掲載することとした。

＜措置の概要＞

EUの現行の非農産品の譲許率は 100%、単純平

均譲許税率は 3.9%であるが、貨物自動車（最高

22%）、乗用車（10%）と、高関税品目もいくつか

残されている。また、実行税率は、2015 年時点で、

電気機器（最高 14%、単純平均 2.8%）、繊維（最

高 12%、単純平均 6.6%）の関税率は他の先進国と

比べても高水準であり、輸入製品は国産製品に比

べて厳しい競争条件の下に置かれている。

＜懸念点＞

高関税そのものは譲許税率を超えない限り

WTO協定上問題は生じないが、自由貿易を促進

し、経済の効率性を高めるというWTO協定の精

神に照らして、上記のようなタリフピーク（第Ⅱ

部第 5章 1.(1) ③参照）を解消し、可能な限り関税

を引き下げることが望ましい。

＜最近の動き＞

ドーハ開発アジェンダにおける非農産品市場

アクセス交渉において、関税の削減・撤廃を含む

市場アクセスの改善について交渉が行われている

（最新の状況については資料編を参照）。また、ドー

ハ・ラウンド交渉の枠外で、IT製品の関税撤廃対

象品目の拡大を目指して、2012 年 5 月から ITA

拡大交渉が開始され、2015 年 12 月に妥結した。

対象品目 201品目の関税撤廃は 2016年 7月から開

始される予定（詳細は、第Ⅱ部第 5章 2.（2）ITA（情

報技術協定）拡大交渉を参照）。さらに、2013 年 4

月からは、我が国からの市場アクセスの改善を図

るため、日EU・EPA締結に向けた交渉が行われ

ている（詳細は第Ⅲ部総論参照）。

（2）	 �情報技術協定（Information 
Technology Agreement）の対象製
品の取扱いにかかる関税分類問題

「情報技術協定」（ITA：Information Technology 

Agreement）とは、情報関連機器、部品等の関

税撤廃を目的として 1996 年に日米 EU等 29 か

国・地域により合意された閣僚宣言（Ministerial 

Declaration on Trade in Information Technology 

Products）を指し（ITAの概要については、第Ⅱ

部第 5章 2.（2）ITA（情報技術協定）拡大交渉を

参照）、ITA参加国は ITAの対象とされた製品の

関税無税化をGATT第 2条に基づく自国譲許表

に記載することが求められている（2016 年 2月現

在、82メンバーが参加（EU加盟国28か国を含む））。

これを受けて、参加国は ITA対象製品を譲許表に

個別に掲載して無税とする旨を明記しており、こ

れらの製品に対して実際に関税を賦課している場

合には、GATT第 2条に基づく譲許違反となる。

EUでは、テレビやビデオといった ITA対象

外の電機製品に対しては高い関税が課されている

が、製品の高機能化や技術的融合が進む中、本来

ITA対象製品として扱われるべき製品が恣意的な

関税分類上の取扱いの変更により ITA対象外製品

として課税されるという問題が生じている。ITA

参加国であるEUは ITA対象製品を無税とする譲

許を行っており、これらの製品への課税はGATT

第 2条違反を構成する（ただし後述のとおりかか

る問題の一部は現在解消されつつある）。

ITAは、対象製品の関税無税化の実現により、

IT製品の自由な貿易体制を確保し、IT分野のさ

らなる技術進歩に貢献してきた。他方、技術進歩

の速い IT製品は、その特性上、新機能の付加や

機能の向上が頻繁に繰り返されるが、機能の付

加・向上を理由に ITA対象製品を直ちに ITA対

象外とし有税化すると、ITA対象リストの空集合

化を招きかねず、IT製品の自由貿易促進といっ
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た ITAの本来の目的にも反する事態となる。この

ため、ITAは「各国の貿易制度は、IT製品の市

場アクセス機会を拡大するように発展すべきであ

る」（ITA宣言パラグラフ 1参照）と定め、また、「技

術進歩、関税譲許適用の経験、HS分類の変更に

鑑み、追加品目を加えるために付表を変更すべき

かどうかをコンセンサスで合意し、IT品目の非関

税障壁について協議するために、参加国は物品理

の下で定期的に会合する」（同附属書パラグラフ 3）

と規定しているように、ITA合意当時から技術進

歩に対応する必要性は折り込まれていた。実際、

2015 年 12 月に ITA拡大交渉が妥結したことによ

り、今後、一部品目については関税分類問題が解

決される可能性もある（詳細は、第Ⅱ部第 5章 2.（2）

ITA（情報技術協定）拡大交渉を参照）。

この EUにおける問題に対し、2006 年 12 月、

経済産業大臣より欧州委員（貿易担当）宛に解決

を要請する書簡を発出するとともに、2007 年 1月

の経済産業大臣と欧州委員（貿易担当）及び経済

産業審議官と欧州委員会貿易総局長との各会談に

おいて、本件問題解決へ向けて欧州委員会と協議

を行った。その後も我が国はEUとハイレベルで

の協議を継続したが、EU側は解決に向けた努力

を行わなかった。

EUによる ITA製品への課税の動きは、他の

ITA対象製品及び他の ITA参加国へ波及する可

能性が高いことや、産業界からの強い要望がある

ことから、我が国は、WTOの紛争解決手続を利

用することとし、2008 年 5月 28 日、デジタル多

機能複合機（MFM）、フラット・パネル・ディス

プレイ（FPD）及びセット・トップ・ボックス

（STB）の 3品目について、EUに対し、米国と共

同でWTO協議要請を行った（6月 12日に台湾が

同様にWTO協議要請）。7月にEUとの二国間協

議を行ったものの満足な結果が得られなかったた

め、8月 18日に、米国及び台湾と共同でパネル設

置要請を行い、9月 23 日にパネルが設置された。

その後、2009 年に開催された 2回のパネル会合を

経て、2010 年 9月 21 日、共同申立国側の主張を

認めるパネル報告書が採択された。同年 12月、我

が国、米国及び台湾は、パネルの勧告を実施する

ための履行期限を 2011年 6月 30日とすることで、

EUと合意した。EUは、2011 年 6月 25 日付官報

で不当な関税規則を修正する履行措置を公表し、

これを同年 7月 1日から施行した。さらに 2012年

2月 9日付官報で多機能複合機、同年 2月 21日付

官報でセット・トップ・ボックス、2013 年 10月 5

日付け官報でフラット・パネル・ディスプレイの

分類基準にかかる新規則を発表した。

以下、個別製品に即して問題を概観する。

① WTOパネルにおける検討の対象製品
（a）デジタル多機能複合機

＜措置の概要＞

デジタル多機能複合機（Multifunction Digital 

Machines（MFM））は、プリンター、コピー、スキャ

ナー、ファックス等の複合的な機能を備え、コン

ピュータやネットワークにつなげて使用すること

を前提とした情報機器であり、コンピュータとの

接続による出力を主要な機能としている。

MFMの関税分類上の取扱いについては、これ

を ITA 対象である HS コード 8471.60 号（コン

ピュータの入出力装置）もしくは 8517.21 号（ファ

クシミリ）、または ITA対象外である9009.12号（ア

ナログ式複写機）のいずれに分類すべきか、国際

的なコンセンサスが得られていなかった。そこで、

WCO（世界税関機構）のHS委員会において検討

が行われたが、HS委員会は形式上 ITAを意識し

たものではないため、関税分類の一問題として取

り上げられた。1998 年にブラジル（ITA非加盟

国）が複合デジタルコピー機は 9009.12 号に分類

すべきとWCOに問題提起したことを契機に議論

が始められ、2001 年 5 月にWCO・HS 委員会で

行われた投票では、9009 項にはデジタル複合機が

含まれないとされたが、反対国が留保権を行使し

議論は継続扱いとなった。2002 年 11 月に行われ

た 2回目の投票では、逆にデジタル複合機が 9009

項に含まれるとする支持が多数となったが、反対
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国が留保権を行使し議論は再び継続された。2003

年 11 月の 3回目の投票では、我が国が説得努力

を行ったこともあり、結果は同票となった。これ

を受けて、2007 年 1月 1日に発効したHS2007 で、

コンピュータまたはネットワークに接続できる多

機能複合機について独自の関税分類（8443.31 号）

が新設されることとなり、これによりWCOにお

ける議論は終了した。ただし、新設されたコード

を ITA対象として無税扱いすべきかは、WTO・

ITA委員会での議論が進んでおらず、未だ決着し

ていない。

EUは、ITAが締結された当時から、デジタル

複合機を 9009.12 号に分類し課税対象としていた

が、HS2007 改正の後は、ファクシミリ機能を有

しないMFM、または毎分 12枚超のコピー機能を

備え電子写真方式の出力技術を使用するMFM等

を、EU関税率表（CN）8443.31.91 に分類し 6%の

課税を行うこととした。

＜国際ルール上の問題点＞

EU は、 ITA 対象製品であるプリンター

（CN8471.60.40）、スキャナーその他のコンピュー

タの入出力装置（CN8471.60.90）、及びファクシ

ミリ（CN8517.21.00）を無税とすることを譲許表

に記載している。

しかし、③コンピュータと接続機能のある

MFMまたはコピーとファクシミリ機能を有す

るMFMは、前者はコンピュータまたはネット

ワークと接続して使用されることを前提とし、コ

ンピュータ等との間で情報、データ等を送受信し

これらを出入力する機能をもつ機器であるから、

ITA対象製品である「コンピュータの入出力装置」

（8471.60 号）に該当し、後者は ITA対象製品であ

るファクシミリ（8517.21 号）に該当するので、こ

れらに対する課税はGATT第2条違反を構成する。

また、そもそもMFMは、ITA対象製品である

単機能のプリンター、ファクシミリ、スキャナー

等を技術的に融合し高度化した製品にすぎず、か

かる製品を ITAの対象外と扱うことは、ITの技

術進歩を促すどころか却って阻害し、ITAの本来

の目的に反するばかりか、技術進歩のもたらす便

益による産業・社会の発展に悪影響を与えること

も懸念された。そこで、上記のとおり、我が国は、

MFMに対する課税についてWTO紛争解決手続

を活用した。

＜最近の動き＞

上記のとおり、申立国の主張を認めるWTOパ

ネル報告書が 2010年 9月に採択された。これを受

けて、EUは、2011 年 6月 25日付官報で、一定の

MFMに対する6%課税を定めていたCN8443.31.91

を撤廃するとともに、「デジタルコピー機能を主

たる機能とする」MFMに対してだけ 2.2％課税す

ることとし、その他のMFMを無税とする履行措

置を公表し、これを同年 7月 1日付けで施行した。

さらに、上述のとおり、EUは、2012 年 2 月 9

日付官報で、MFMの分類基準にかかる新規則を

発表し、MFMについて、デジタルコピー機能が

主たる機能であるとされる可能性（したがって

2.2%課税の対象となる可能性）を著しく限定した。

今後は、新規則の運用においてWTO勧告履行が

適切に行われているか注視していく。

（b）フラット・パネル・ディスプレイ

＜措置の概要＞

EU は、2004 年 に、DVI 端 子（Digital Visual 

Interface、ディスプレイにコンピュータのデジタ

ルデータを送ることを目的としたコンピュータ用

インターフェースの標準規格）を備えたフラッ

ト・パネル・ディスプレイ（FPD）の関税分類上

の扱いを変更し、従来 ITA対象であるコンピュー

タの入出力装置（CN8471.60.80：関税率 0%）と

して無税としていたところ、DVI 端子によりビ

デオ信号を受信できるとして、ITA対象外であ

るビデオモニタ（CN8528.21.90、HS2007 改正後

は CN8528.59.10 または CN8528.59.90）に分類し、

14%の高関税を賦課するようになった。EUは、

2005 年から画面サイズ 48.5 センチ以下など一定の
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要件を満たすFPDに対して暫定的に課税を停止

する措置をとったが（同年 3月 31日付官報掲載）、

これと並行して、コンピュータ以外のソースから

信号を受信表示できるFPD（DVI、HDMI端子を

備えるFPD、DVD記録再生機・ビデオカメラ・

ビデオゲームから信号を受信表示できるFPD等）

を、14％課税を定める関税コードに一律に分類す

る関税規則を順次施行した（2005年 4月 27日付、

同年12月 29日付及び2008年 5月 30日付官報に掲

載、ただしこれらFPDも上記暫定的課税停止措置

の対象である限り実際の課税は停止されていた）。

＜国際ルール上の問題点＞

EUは、ITA対象製品であるコンピュータの入

出力装置（8471.60 号）及びコンピュータの「ため

の（for）」FPDを無税とすることを譲許表上で約

束しているにもかかわらず（前者は ITA付属書A、

後者は ITA付属書Bに基づく）、上記のとおり、

DVI 端子付FPD等に対する一律の課税措置を定

めていた。

DVI 端子付FPDは、その技術・構造の特性か

らコンピュータに「専ら又は主として」使用され

る機器であるから、HS第 84類注 5（B）（a）に則

り（「自動データ処理システムに専ら又は主とし

て使用する種類のものであること」等の要件を充

足した場合は、コンピュータ等の自動データ処理

システムを構成するユニットとして取り扱うべき

旨規定）、コンピュータの入出力装置として無税

扱いされるべきであるから、EUの課税措置は譲

許違反としてGATT第 2条違反を構成する（なお、

HS2007 改正により、FPDに対する 8471.60 号の適

用は排除され、コンピュータに専ら又は主として

使用される種類のFPDは 8528.51 号に分類される

こととなった）。また、EUは、ITA付属書 Bに

基づき、コンピュータの「ための」FPDを全て無

税扱いとすることも譲許表に記載しているのであ

るから、この側面からも、コンピュータ以外のソー

スからの信号を受信表示できるFPDに対する一

律の課税措置はGATT第 2条違反に該当する。

2005 年に開始された上記暫定的課税停止措置

は 2007 年に延長されたが（同年 3月 22日付官報

掲載）、依然としてコンピュータに使用される多

くのFPDが 14％の高関税の対象とされていた上、

そもそも課税停止はあくまで暫定的な措置にすぎ

ず、EUの一方的判断により随時修正・撤廃され

得るものである（同措置は 2009 年及び 2011 年に

も延長され（最終的には 2011 年 6 月末に失効）、

2009 年には同措置の適用対象範囲を画面サイズ

55.9 センチ以下のFPDなどに拡大した（2009 年 3

月 7日付官報））。そこで、上記のとおり、我が国は、

FPDに対する課税についてもWTO紛争解決手続

を活用した。

＜最近の動き＞

2010 年 9 月に申立国の主張を認めるWTOパ

ネル報告書が採択された。これを受けて、EU

は、2011 年 6月 25 日付官報でデジタル多機能複

合機並びにセット・トップ・ボックスに対する

履行措置を公表したが、FPDに対しては、コン

ピュータ以外のソースからの信号を受信表示でき

るFPDモニタ、DVI端子付FPDモニタ等を ITA

対象外であるビデオモニタ（CN8528.59.10 または

CN8528.59.90）に一律に分類する措置を 2009 年 11

月に撤廃済みであるとして、新たな履行措置は公

表しなかった。

しかしながら、WTOパネル報告書は、モニタ

にDVI 端子が付属していることだけをもって直

ちに ITA対象外とはならないことに加えて、ITA

付属書Bに基づき、コンピュータに使用できるよ

うに設計されたFPDであれば ITA対象となり無

税扱いをすべきとの判断を示しているため、ITA

を反映した譲許表に従った関税取扱いが実現され

るためには、一定のモニタの関税分類にかかる上

記措置の撤廃だけでは不十分であり、コンピュー

タに使用できるように設計されたすべてのFPD

の無税扱いが実質的に確保される必要がある。

したがって、モニタの画面サイズ等による一部

のコンピュータ用モニタに対する課税は、譲許に
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適合しない関税取扱いとしてGATT第 2条違反

となる疑いが強い。

その後、我が国がEUと継続してパネルの勧告

の実施に関する協議を続けた結果、EUは、2013

年 10 月 5日付官報で、コンピュータからの信号

を表示することができるFPDを無税とする新規

則を公表した。今後は、新規則の運用において

WTO勧告履行が適切に行われているかを注視し

ていく。

（c）セット・トップ・ボックス

＜措置の概要＞

EUは、2008 年、（i）録画・再生機能（ハード

ディスク、DVDドライブ等）を備えたセット・

トップ・ボックスは、CN8521.91.00（ビデオ録画・

再生機器に対して 13.9% の関税賦課）に分類さ

れるとし、また、（ii）ISDN、WLAN、イーサー

ネット技術を使うセット・トップ・ボックスは、

CN8528.71.13（インターネットアクセス等による

コミュニケーション機能をもつセット・トップ・

ボックスを無税とする）から除外する（かかるセッ

ト・トップ・ボックスはCN8528.71.19 により 14％

の関税を賦課）旨の関税規則を施行した（2008 年

5月 7日付官報掲載）。

＜国際ルール上の問題点＞

EUは、ITA付属書Bに基づき、「コミュニケー

ション機能をもつSTB」を無税扱いとすることを

譲許表で定めている。したがって、上記のとおり

課税対象とされる STBが「コミュニケーション

機能をもつSTB」に該当する場合は、GATT第 2

条違反を構成する。

＜最近の動き＞

EUは、2010 年 9月に採択されたWTOパネル

報告書を受けて、2011年6月25日付官報で、コミュ

ニケーション機能をもつセット・トップ・ボック

スは、当該付加的機能によりセット・トップ・ボッ

クスとしての本質的特徴が失われない限り、録画・

再生機能をもつものも含めて無税とする履行措置

を公表した。また、2012 年 2 月 21 日付官報で、

セット・トップ・ボックスの分類基準にかかる新

規則を発表した。今後は、新規則の運用において

WTO勧告履行が適切に行われているか注視して

いく。

② その他の製品
また、今回のWTOパネルにおける検討の対象

とはしていないが、実際上、技術進歩によって多

機能化・高度化したが故に ITA対象外とされてし

まい、かかる取扱いは ITAの本来の趣旨やこれま

での成果に逆行し、また協定違反の可能性が高い

と考えられる品目として、以下の 2品目がある。

（a）半導体デバイス

＜措置の概要＞

2008 年 9 月、EU 域内の一部の国が、これま

でトランジスタ等半導体（8541 項：関税率 0%）�

として通関していた一部の半導体デバイス

（Packaged IGBT device）の関税分類を突如変更

し、ITAの対象外であるスイッチ機器（8535 項

もしくは 8536 項：関税率 2.3 ～ 2.7％）として関

税を賦課した。

また、Packaged IGBT device は、鉄道車両や

風力発電機等に設置されるインバータ等の変換素

子として用いられている。このような特性を持つ

Packaged IGBT device について、スイッチ機器

と分類した上で関税を賦課することは、Packaged 

IGBT deviceのみならず高電圧電流を効率良く制御

する類のインバータ等の流通に影響を与えうるた

め、ITの技術進歩を阻害し、ITAの本来の目的に

も反するものと懸念される。また、上述のように、

突然関税分類を変更して関税を賦課することは、

事業者の予見可能性を著しく害する懸念がある。

＜国際ルール上の問題点＞

EUは ITA対象製品であるHS8541 のトランジ

スタ等半導体を無税とすることを譲許表上で約
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束している。このため、Packaged IGBT device

がトランジスタ等半導体に該当する場合には、

Packaged IGBT device への課税はGATT第 2条

違反を構成する。Packaged IGBT device は、高

電圧電流のスイッチング等に用いられるトランジ

スタの一種である IGBT（Insulate Gate Bipolar 

Transistor）に、ダイオードを複数組み合わせパッ

ケージ化したものであり、その機能は、単品のト

ランジスタと同じ毎秒数千から数万回におよぶ高

速のスイッチングであるため、機械的にON/OFF

を切り替えるようなスイッチ機器ではなく、ITA

対象製品である8541項のトランジスタ等半導体と

して無税扱いすべきである。

＜最近の動き＞

本製品の関税分類について、2011 年 7 月に我

が国よりWCOへ問題提起を行った。同年 9月に

WCO・HS 委員会で行われた投票では、8541 項

（トランジスタ等半導体）への分類の支持が賛成

多数を占めたが、その結果を不服としてEUが留

保権を行使した。その後、2012 年 9 月のWCO・

HS委員会において再度投票が行われたが、前回

同様 8541 項（トランジスタ等半導体）への分類の

支持が賛成多数を占めることとなり、他国から留

保権の行使も無かったため、我が国の主張が正式

に採択されることとなった。これを受け、EUは、

2013 年 12 月 5 日付官報でWCOの決定を受け入

れる旨を公表し、その後、EUは本製品を 8541 項

として無税で通関しているが、今後も本製品の通

関状況を注視していく。

（b）インクカートリッジ

＜措置の概要＞

欧州司法裁判所は、2002 年 2月及び 2006 年 10

月、ヘッドなしインクカートリッジの関税分類に

ついて、コンピュータ出力装置の部分品及び附属

品（CN8473.30.90：関税率 0%）ではなく、インク

（CN3215.90.80：関税率 6.5％）に分類されるのが

妥当との判決を下した。これにより、EU加盟国

税関において、ヘッドなしインクカートリッジが

インクに分類され、6.5％の関税が賦課されるよう

になった。

＜国際ルール上の問題点＞

EUは ITA対象製品であるCN8473.30.90 を無税

とすることを譲許表上で約束している。このため、

インクカートリッジがCN8473.30.90 に該当する場

合には、インクカートリッジへの課税はGATT

第 2条違反を構成する。インクカートリッジは、

単にインクを貯蔵するものではなく、プリンター

ヘッドへのインク供給やコンピュータへの情報伝

達といったプリンターの重要な機能を司るもので

あり、プリンターにとって紛れもない部分品であ

るため、ITA対象製品であるCN8473.30.90 として

無税扱いすべきである。

＜最近の動き＞

2007 年 10 月、HS2012 改正を検討している

WCO関税分類見直し小委員会に、一部加盟国の

提案に基づいてWCO事務局より、インクカート

リッジ、トナーカートリッジ、熱転写印刷用カー

トリッジ等の分類を統一するような新しい関税分

類を策定することに関する検討ペーパーが提出さ

れた。新しい分類の内容によっては、インクカー

トリッジが ITA対象外の製品として位置づけられ

る可能性があり、我が国からも問題点を指摘した

ところ、7カ国による非公式ワーキンググループ

を構成して検討することとなった。しかし、ワー

キンググループにおいても統一案の合意に至ら

ず、2008 年 11 月の関税分類見直し小委員会にお

いて、現状維持とすることが決定された。2015 年

12 月、第 10 回WTO閣僚会合において妥結した

ITA拡大では、インクカートリッジを含めたプリ

ンターカートリッジが対象品目となり、合意文書

の附属書Bに掲載されている。EUでは 2016 年 7

月に関税即時撤廃が予定されており、確実な履行

が期待される。
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アンチ・ダンピング

アンチ・ダンピング（AD）分野は、EUにおい

ても隠れた保護主義が見られる分野である。EU

の現行AD規則は、1995 年にAD協定を踏まえて

大きく改正がなされたものであり、ウルグアイ・

ラウンド交渉の成果が見られる。一方、EUの現

行規則及び運用は、米国に比べて当局の裁量にゆ

だねる部分が大きく、ダンピング・マージンが過

剰に算定される可能性がある。

なお、EUは予見可能性・透明性を高めること

等を目的として、2011 年秋からAD規則の改正及

び規則の運用に関するガイドラインの策定に向け

た手続を進めている。2012 年のパブリック・コン

サルテーションを経て、2013 年 4月に欧州委員会

で改正案が採択され、現在、欧州議会及び欧州理

事会において審議が行われている状況にある。規

則の主な改正点は、①暫定措置開始の 2週間前に

利害関係人に通知を行うこと、②サンセット・レ

ビューにおいて、課税開始から 5年を超えて調査

が続き課税が継続されたものの最終的に課税を継

続する必要がないと決定された場合、5年を超え

て賦課したAD税を還付すること、③報復の恐れ

がある場合等に、自国産業を保護するために、産

業界からの申請がなくても職権で調査開始できる

こと、④不公正な補助金が使われ原材料価格の構

造的な歪曲がなされている国からの輸入について

は、レッサー・デューティー・ルール（AD税の

税率を必要最低限に抑えること）を適用しないこ

とを定めることにある。また、①サンセット・レ

ビューの実施方法、②公共の利益（国内産業、輸

入者、輸入製品を使う産業、関連する消費者の利

益を含む）の判断方法、③損害マージン（国内産

業が損害を受けずに競争可能な価格と輸入価格と

の差）の算定方法、④非市場経済国からの輸入産

品のダンピング認定において代替国価格を用いる

場合の代替国の選定方法、の 4点に関するガイド

ラインを策定する予定である。

基準・認証制度

（1）	�電気電子機器への有害物質使用制
限に関する欧州指令（RoHS指令）

＜措置の概要＞

欧州では、1990 年代から電気電子機器への有害

物質の使用抑制に向けた法制化の動きが見られて

いたが、2003 年 2月、いわゆるRoHS指令が公布

され、現在に至っている。

同指令では加盟国に対し、EU域内に上市され

る電気電子機器への一定割合以上の化学物質（鉛、

水銀、カドミウム等 6物質）の含有を禁止するた

めに、国内法制定を含む様々な措置を講ずるよう

求めている。

＜国際ルール上の問題点＞

RoHS指令は、加盟国ごとに国内法の制定、施

行期日に差が生じることにより、複数の規制が混

在する時期が発生、若しくは指令上の施行日到

来時点で国内法未制定の国が存在する可能性が

ある。事実、EU指令上国内法制定期限とされた

2004 年 8 月 13 日時点で、イギリス、イタリア、

ドイツ等は国内法の公布に至っていなかった。ま

た、指令内容を超える規制を独自に定める加盟国

が発生する可能性がある。このような場合、対象

製品の製造・輸入・販売者にとっては、EUとい

う単一の市場内に（想定外の）複数の規制が存在

することとなり、加盟国ごとの異なる対応のため

に手続・コストの面で過度な負担が発生し、TBT

協定第 2.2 条（強制規格は正当な目的の達成のた

めに必要以上に貿易制限的であってはならない）

の観点から問題となる可能性がある。

＜最近の動き＞

2011 年 5 月、 改 正 RoHS 指 令（ い わ ゆ る

RoHS2）が欧州閣僚理事会で可決、同年7月にEU

官報に掲載された（同年 7月 21 日発効）。改正

RoHS指令の発効に伴い、旧指令は廃止されている。
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同指令では、交流 1000V、直流 1500V以下の定格

電圧を持つ電気電子機器が対象とされており、加

盟国に対し対応する国内法を2013年 1月 2日まで

に発効させることが義務付けられた（第25条）。

2015 年 3月、RoHS2 が更に改正され、4種類の

フタレート（DEHP、DBP、BBP、DIBP）が制

限物質のリストに追加された。本改正で追加され

たDEHPと DBPについては、REACHでは認可

対象となる方向であるにも関わらず、RoHSにお

いて制限物質リストに追加することは、RoHSの

Article 6 (1) で規定されている、制限物質リストの

見直し及び修正におけるREACHとの一貫性に反

する旨、懸念を表明した。

（2）	�エネルギー関連製品に対する環境
配慮設計要求に関する欧州指令
（EuP）

＜措置の概要＞

EUでは、環境に配慮した製品設計の枠組作り

として、2005 年には「エネルギー使用製品に対

する環境配慮設計要求枠組みに関する欧州指令」

（EuP指令）を、2009 年 10 月には、「エネルギー

関連製品に対する環境配慮設計要求枠組みに関す

る欧州指令（ErP指令またはエコデザイン指令）

を公布した。

同指令では、域内で上市される製品の、原材料

の調達、製造、販売から廃棄に至るまでの期間（ラ

イフサイクル）、環境に与える影響（例：資源の

使用、大気や水への放出物、騒音、振動等）に配

慮した取組みを行うことが求められる（一般的環

境配慮制度要求）ほか、製品によっては使用電力、

待機電力等を一定値以内に納めることが求められ

る（特定環境配慮制度要求）。対象製品毎の要求事

項は、「実施措置（Implementing Measures）」によっ

て公表されている。

＜国際ルール上の問題点＞

上記のとおり、製品毎の要求事項は「実施措置」

により公表されるが、これまで、この「実施措置」

ドラフトのTBT通報では、①要求事項設定に至

る科学的根拠が不明であり、②また各文言の定義

が不明確である等の問題があり、同指令が正当な

政策目的に基づかない措置である場合には、TBT

協定第 2.2 条に違反する可能性があるという問題

がある。また、発効日を官報公示後 20 日後と予

定しており、施行日 6ヶ月前までの公表を求める

TBT協定第 2.12 条との関係で問題となる可能性

がある。

＜最近の動き＞

2013 年 1月、家庭用・オフィス用電気電子機器

のスタンバイ・オフモードの電力消費に係るエコ

デザイン要求のTBT通報がなされた。この通報

案に対し、日本から「Disconnect」の定義の明確

化の求めを始めとするコメントを提出しており、

今後も本件に係る動向を注視する必要がある。

（3）化学品規制（REACH）
＜措置の概要＞

欧州において、2007 年 6月 1日から化学品規制 

REACH（Registration, Evaluation, Authorisation 

and Restriction of Chemicals）が施行された。

この規制の特徴は、以下のとおりである。

①�既存物質と新規物質とを同一の枠組みで規制

し、既に市場に供給されている既存物質につ

いても新規物質と同様に登録が義務づけられる

（年間累計 1トン以上の化学物質を欧州域内で

製造又は輸入する者が対象）。さらに、登録者

あたり年間累計 10 トン以上製造・輸入される

化学物質については、化学物質安全性報告書の

作成が義務づけられる。

②�従来、行政府が担ってきた既存物質の安全性評

価の責務を、産業界に課す。

③�本規制に基づき、EU化学物質庁（ECHA）お

よび加盟国は登録された物質に対して評価（審

査）を実施する。物質評価の対象物質はハザー

ド情報、ばく露情報、使用量に基づき、ECHA

ならびに加盟国によって優先付けされ、CoRAP
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（Community Rolling Action Plan、共同体ロー

リング行動計画）リストとして公表される。

④�一定の要件の下で、成形品（article）中に、意

図的放出物が含まれ、その量が年間累計 1トン

を超える場合は登録が義務づけられ、高懸念物

質が 0.1％を超える濃度で含まれる場合には、そ

の物質が年間 1トンを超えれば届出が義務づけ

られる。

⑤�発がん性などの懸念が極めて高い一定の指定さ

れた化学物質については、附属書ⅩⅣに認可対

象物質として収載された場合、個々の用途ごと

に市場への供給及び使用を認可するシステムを

導入する（産業界においてリスクが適切に管理

されていること等が証明され、認可が付与され

ない限り、市場への供給が禁止される）。

附属書ⅩⅣに認可対象物質として収載する際

は、PBT又は vPvBの特性、幅広く分散的な用途、

高生産量という要件に基づき優先的に収載される

ことが示されているものの、個々の物質が附属書

ⅩⅣに収載される際に、例えば加盟国内で製造さ

れていない化学物質を優先的に審査対象に加えて

いく等の扱いが実施されていないか懸念がある。

この他、デンマークやフランスでは、それぞれ

フタレート 4物質、ビスフェノールAなどに対す

る加盟国独自のいわゆる上乗せ規制が検討されて

いる。これらは欧州として一体的な化学物質管理

体制として導入されたREACHの本質的な枠組み

と整合しない動きと考えられるが、デンマークの

規制については、欧州委員会が加盟国の規制調和

の点から働きかけを行い、結果として上乗せ規制

は撤廃された。引き続き、加盟国独自の上乗せ規

制に関する動向の注視が必要である。

＜国際ルール上の問題点＞

年間累計 1トン以上の化学物質に対しては、一

部を除き一律登録の義務が課されており、①登録

用データの入手、②登録用文書作成、③登録及び

④欧州域外企業にとっては、登録やその後の評価

等への対応のための唯一の代理人の指名・維持等、

多額の費用がかかる規制であり、産業界に過度の

負担を強いている。

0.1％を超える濃度で高懸念物質を含む成形品

については、上述の届出及び情報伝達の義務が生

じる。複合成形品については、濃度算定の母体を

複合成形品全体とするECHAの解釈があったが、

2015 年 9月に欧州司法裁判所は、複合成形品を構

成する各成形品 (Component article) を母体とする

先決裁定を公表した。EU域外で製造された複合

成形品の輸入者には、複合成形品を構成する構成

部品ごとにSVHCの濃度算出が求められることに

なり、輸入者にとって負担となる。今後、欧州裁

判所の裁定を踏まえて、ECHAが関連するガイダ

ンスを改訂することになっているが、産業界に過

度な負担を強いることのない規制となることが求

められる。

これらの運用規則の内容が、EU域外企業を域内

企業に比して不利に扱うようなものになる場合は

TBT協定第 2.1条（内国民待遇）、また、事業者に

過度な負担を課すようなものになる場合はTBT協

定第2.2条（強制規格は正当な目的の達成のために

必要以上に貿易制限的であってはならない）の観

点から、それぞれ問題になる可能性がある。

＜最近の動き＞

2013 年 6月以降、我が国はEUに対し、懸念を

表明している。2015 年 12 月、既に生殖毒性を根

拠として認可対象物質に規定されていたDEHP、

DBP、BBP、DIBP の 4種のフタレートを更に内

分泌かく乱を根拠に高懸念物質として規定する

旨のTBT通報がなされ、2016 年 2月、我が国は

EUのTBT照会所に対して、懸念を表明するコメ

ントを送付した。当該コメントにおいて、EUに

おいて内分泌かく乱物質に関する基準を策定する

ことが先決で、当該基準に基づく検討結果により

当該 4種のフタレートが内分泌かく乱物質として

特定されるまで、当該通報にかかる規制の施行は

延期することを要請した。

我が国企業を含むビジネス活動の予見性を向上
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させていくことを主眼として、欧州化学物質規制

の動向を今後も引き続き注視する必要がある。

（4）殺生物性製品規則
＜措置の概要＞

欧州委員会は、2013 年 9月、殺生物性製品（消

毒剤・殺虫剤など）による人・動物の健康及び環

境を保護することを目的に、「殺生物性製品指令」

に代わり、「殺生物性製品規則（Biocidal Products 

Regulation：BPR）」の適用を開始し規制内容を強

化した（公布時期：2012 年 6月、施行時期：同年

7月）。

本規則は、有害生物に作用する活性物質（例：

エチルアルコール）、活性物質を含む殺生物性製

品（例：消毒液）そのものに加え、殺生物性製品

で処理された「処理済製品（treated article）」を

新たに規制するものである。また、処理済製品に

使用される殺生物性製品に含まれる活性物質は、

EUでリストに登録された活性物質を使用する必

要がある。そして、ラベル要件に該当する処理済

製品には、本規則に基づくラベル表示が義務付け

られる。

処理済製品について、我が国からの意見等によ

り、乾燥・洗浄等により活性物質が残存しない場

合には、適用対象外となることが運用的には認め

られた。

なお、2000 年 5月以前に欧州市場で使用実績の

ある活性物質の再審査（レビュー・プログラム）

で不承認となった活性物質を含む殺生物性製品

は、不承認決定後、猶予期間として 12 ヶ月後ま

で上市の継続が可能であるのに対して、処理済製

品は、その期間が 180日後までと規定されている。

殺生物性製品と処理済製品の猶予期間に差がある

上に、処理済製品の猶予期間は、EUのリストに

登録された活性物質に代替するための対応期間と

して不十分であり、EUへの輸出に対して悪影響

が懸念される。

＜国際ルール上の問題点＞

本規則では、処理済製品は一律規制対象とされ

ており、適用除外は一切認められていなかったと

ころ、乾燥・洗浄等により活性物質が残存しない

ような健康・環境保護リスクが小さい場合は適用

対象外となることが運用的に認められた。人・動

物の健康・環境保護という本制度の政策目的を達

成できるより貿易制限的でない代替措置が運用上

認められたことは評価できる。

＜最近の動き＞

我が国としては、本件に関する動向を引き続き

注視するとともに、同様の懸念を有する関係国と

連携しつつ、本規制の改善を求めていく。

サービス貿易

オーディオ・ビジュアル（AV）分野の規制
＊�本件は、WTO協定をはじめとする国際ルール整

合性の観点からは明確に問題があると言えない

貿易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸

念点に鑑み、掲載することとした。

＜措置の概要＞

EUは、域内の文化的価値の保護を目的として、

理事会の「国境なきテレビ指令」89.552.EEC（修

正指令 97.36.EC）により、テレビ放映時間の半分

を超える時間を、実行可能な場合にかつ適切な方

法で欧州作品のために留保するよう加盟国に求め

ていた（但し、ニュース、スポーツ・イベント、ゲー

ム、広告、文字多重放送を除く）。この指令に基

づき、全加盟国で国内法の整備が終了しており、

例えば、フランスでは、テレビで放映される映画

は少なくとも 60％を欧州制作分としなければなら

ず、また、仏語放送を全体の 40％以上としなけれ

ばならないと規定している（1992 年 1月 18 日の

政令No.86-1067）。その後、同指令は「視聴覚メディ

ア・サービス指令」として、新たに生まれ変わり、
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2007 年 12月 19日に発効した。ここでは、テレビ

広告、ビデオ・オン・デマンド等に関する規律が

新たに追加されている。

＜懸念点＞

EUは、WTOサービス交渉において、AV分野

について一切の約束をせず、あわせて最恵国待遇

（MFN）例外登録も行っているため、上記措置が

WTO協定違反とは言えない。しかしながら、サー

ビス協定はすべてのサービスを対象とするもので

あり、自由化に向けた取組が望まれる。

なお、MFNは、多角的貿易体制において自由

化を実現していく上で最も重要な柱の1つであり、

WTO協定における基本原則である。MFN免除措

置はその最も重要な原則からの逸脱であるため、

その撤廃が望ましく、サービス協定上も、MFN

免除は時限的なもので、原則として 10年を超えて

はならないとしている。この点、EU自身が 2009

年 7月の『オーディオ・ビジュアル政策の外的側

面に関するスタッフ・ワーキング文書』と題する

文書において、今後WTOに加盟をしようとする

国々に対し、EUと文化的な協力関係を構築する

ために、音響映像サービスの約束を行なわず、か

つMFN免除登録を促すことを助長するような記

載があることはWTOの精神からも看過すること

は出来ない。

＜最近の動き＞

上述のとおり、2007 年 11 月、欧州議会におい

て、「テレビ放送活動の遂行に関する一部の加盟

国法規のコーディネーションに関する理事会指令

89.552.EEC（国境なきテレビ指令）を修正する欧

州議会・理事会指令案（視聴覚メディア・サービ

ス指令案）」［COM（2005）646］が採択され、翌

12月に発効した。同指令の国内法への導入期限は

24か月以内（2009 年 12月 19日）で、すべての加

盟国が指令を国内法に導入するための法規を欧州

委員会に通知済みである。

欧州委員会は 2011 年 3月 29日、『視聴覚メディ

ア・サービス指令』の適用状況に関する情報提供

を 16の加盟国に要請し、加盟国が採択し欧州委

員会に通知した国内法の分析を行い、指令の内容

が的確に国内法に反映されているかを精査した。

また、2015 年 6月 7日、ステークホルダー及びユー

ザーを対象に、視聴覚メディア・サービス指令に

係るフィードバックを得るためにパブリックコン

サルテーションが行われた。本パブリックコンサ

ルテーションは 2015 年 9 月 30 日で締め切られ、

これを踏まえて現在、本指令の見直しが行われて

いる。

EUにおける文化保護政策は引き続き厳しく行

われているところ、我が国はWTOサービス交渉

等において、EUに自由化約束向上を行うよう求

めている。

政府調達

公共調達新規則案 （Proposal on  
International Procurement Instrument）
＜措置の概要＞

欧州委員会は、2012 年 3月、公共調達市場の開

放が不十分な貿易相手国に対し、市場開放のイン

センティブを与えることを目的として、公共調達

における連合内の域内市場への第三国の物品及び

サービスのアクセス並びに第三国の公共調達市場

への連合の物品及びサービスのアクセスに関する

交渉を促進するための手続に関する新規則案（公

共調達新規則案：文書番号COM(2012)124）を提

案した。当初案では、一定の域外産品・サービス

の入札を個別の調達手続から排除するための仕組

みと、より一般的に、域外産品・サービスの入札

につき、暫定的にEUの公共調達市場に対するア

クセスを制限するための仕組みが提案されてい

た。2016 年 1月には改訂案（公共調達新規則改訂

案：文書番号COM(2016)34）が公表されたところ、

改訂案では前者の仕組みは削除され、後者の仕組

みに修正を加えた提案がなされている。
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改訂案は、第三国が制限的又は差別的な措置を

採用している場合、①ＥＵとの間で公共調達分野

又はコンセッションに関する国際協定を締結して

いない第三国においては、当該第三国の産品又は

サービス、又は、②上記の国際協定を締結してい

る第三国においては、当該国際協定の適用範囲外

の産品又はサービスの調達のみが本規則案の適用

対象となる旨を定めている（改訂案第 1条 4項及

び第 2項１項）。

今回提案された仕組みは、欧州委員会が、第三

国の政府調達市場について調査を行い、制限的又

は差別的措置がとられていると判断した場合に、

当該第三国に対して、協議を要請し、しかし、当

該協議によっても 15か月以内に満足な結果が得

られない場合には、最大で入札価額の 20%分の価

格調整措置（価格ペナルティ）を執るという枠組

みになっている（改訂案 6条～ 8条）。当初の案

では一般的な入札からの排除も可能とされていた

が、改訂案においては価格調整措置のみへと修正

されている。価格調整措置の対象となるのは、評

価額が 500 万ユーロを超える調達契約に関する入

札であって、制限的又は差別的措置を執っている

第三国の産品又はサービスの価額が当該入札の合

計額の 50%を超えることと定めている（改訂案 8

条 1項）。具体的には、欧州域内の調達機関は、①

制限的又は差別的措置を採用している第三国の供

給者による入札であって、当該第三国の産品又は

サービスの合計価額が、入札価額の 50%未満であ

ることを当該供給者が立証できない場合、②当該

第三国の産品又はサービスを含む入札であって、

それらの合計価額が入札価額の 50％以上である場

合は、これらの入札に対して、価格調整措置を適

用しなければならないと定めている（改訂案第 8

条 3項）。

この改訂案においては、上述の個別排除措置

の削除のほか、当初案から、適用要件の修正、適

用基準額の明記、立証責任の供給者への変更、本

規則案に基づく制限措置を発動する調達機関の特

定、調査機関の短縮といった変更がなされている。

なお、公共調達新規則改訂案の導入前である現

時点においても、ユーティリティ分野の機関の調

達に関する規律を定めるユーティリティ調達指令

（2004/17/EC。2014 年に 2014/25/EUに改正。）に

は、相互主義の考え方に基づく内外差別的な条項

が置かれている（同規定の詳細は、第Ⅱ部第 14

章参照）。同改訂案は、この条項に代えて、第三

国の物品・サービスのEU域内の公共調達市場へ

のアクセスを制限するための手続をより詳細に定

めるものである。ただし、改訂案に基づく第三国

物品又はサービスのアクセス制限措置の適用対象

は、ユーティリティ分野の機関の調達のみならず、

EU域内の公共調達を一般的に規律する公共調達

指令（2004/18/EC。2014年に2014/24/EUに改正。）

及び2014年に新たに制定されたコンセッション指

令（2014/23/EU）の適用対象となる調達も含む点

で広がることになる。

＜国際ルール上の問題点＞

（1）政府調達協定上の無差別待遇義務違反のおそれ

上記の公共調達新規則改訂案は、政府調達協定

が定める無差別待遇義務に違反するおそれがある

（改正政府調達協定 4条 1項）。すなわち、価格調

整措置の対象となる入札は、EUの約束範囲外の

物品及びサービスの価額が、当該入札を構成する

物品又はサービスの合計額の 50％を超える入札と

定められている。このような規定を文言どおりに

解釈した場合、市場アクセス約束の範囲内の物品・

サービスを多く対象に含む入札も、当該物品・サー

ビスの価額が合計額の 50％を下回る場合には、価

格調整措置の対象となりうることになる。その結

果、調達手続上、市場アクセス約束の範囲内の物

品・サービスが、EU域内の物品・サービスとは

異なる扱いを受けることになってしまうため、無

条件で域内の物品・サービスと同等に取り扱うこ

とを定める無差別待遇義務に反する懸念がある。

（2）GATT 上の内国民待遇義務違反のおそれ

政府調達については、GATT3条 8項（a）が「商
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業的再販売のため又は商業的販売のための製品の

生産に使用するためではなく、政府用として購入

する産品の政府機関による調達を規制する」法令

等を内国民待遇原則の例外として定めている。

他方、公共調達新規則改訂案は、EU域内の調

達指令が適用される調達を対象としている。域内

の調達指令のうち、ユーティリティ調達指令は、

①電力、ガス、水道や鉄道等のユーティリティ分

野も含む広い範囲の調達を適用対象としている

点、②政府機関や国有企業にとどまらず、特別又

は排他的な権利を有する機関は、民間企業であっ

ても、適用対象としている点で、適用範囲が広

い。そうすると、同改訂案が適用される調達が、

GATT3 条 8 項（a）にいう政府用としての（for 

governmental purposes）政府機関（governmental 

agencies）による調達に限られるのか疑問があり、

GATTの定める上記例外に含まれない調達にも適

用される可能性が高い。そのため、EU域内産品

との差別的取扱いは、GATT3条 1項の内国民待

遇義務にも違反する可能性がある。

（3）要件の不明確

そのほか、価格調整措置の要件として、「制限的

又は差別的な措置」が設けられているところ、、こ

の要件は、定義規定によって、第三国における公

的機関個別の契約機関又は契約主体によって採用

若しくは維持される法的、規制的、行政的な措置、

手続若しくは慣行又はこれらの組み合わせであっ

て、ＥＵ域内の産品・サービス又は供給者による

当該第三国の調達等への参入が、深刻かつ継続的

に妨げられるものと具体化されているが、なお不

明確であり、恣意的な運用がされる危険がある。

＜最近の動き＞

2014 年 1 月 15 日、欧州議会は、公共調達新規

則案への修正案を採択した。公共調達新規則案

は、次にEU理事会で審議されることになる。た

だし、これは欧州議会による一回目の審議（第一

読会）での採択であり、EU理事会が欧州議会の

修正案を承認しない限り、立法手続は続くことに

なり、その場合は、第二回目の審議（第二読会）

が欧州議会及びEU理事会において行われる。欧

州委員会が加盟国の反対等を受けて、2015 年の

CWP(Commission Working Programme)において、

欧州委員会は、手続きの簡素化、欧州委員会によ

る調査機関の短縮、及び実施にかかる関係者の縮

小を優先事項として、本規則案の改訂に着手する

と表明し、これらを踏まえて 2016 年 1 月に上記

のとおり公共調達新規則改訂案を公表した。今後、

欧州議会及びEU理事会ににおける同改訂案の審

議を注視していく必要がある。

地域統合

譲許税率の引き上げ
＜措置の概要＞

2013 年 7月 1日、新たにクロアチアがEUに加

盟した。1973 年より累次行われてきたEU拡大の

場合と同様、今回も新規加盟国の関税がEUの共

通関税に置き換えられたため、一部品目について

関税（譲許税率）が引き上げられる結果となった。

GATT第 28 条第 1項の定めによれば、事前に関

係国と交渉し、かつ合意することにより、譲許税

率を引き上げることができるものとされている

が、EUは我が国をはじめとする関係国と交渉を

終了させることなく、新規加盟国における関税の

引き上げがなされた。なお、EUによる譲許税率

の一方的な引き上げは、2007 年 1月にブルガリア

及びルーマニアがEUに加盟した際や、2004 年 5

月の新規 10か国加盟によるEU拡大、それ以前の

EU拡大時にも行われている。2004 年の EU拡大

時には、我が国はEU拡大前の交渉妥結を目指し、

EUに対して働きかけを行ったものの、EUは我が

国を含む関係国と何ら事前の交渉を行うことなく

新規加盟国における関税が引き上げられた。我が

国との交渉を経て合意された補償措置が施行され

るまでにはEU拡大後約1年8か月を要し、その間、
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対EU輸出企業の一部は一方的に引き上げられた

関税を徴収される損害を被る結果となった。

＜国際ルール上の問題点＞

EU拡大に伴う一方的な関税の引き上げは、譲

許税率を引き上げる場合にGATT第 28条に定め

る手続により補償的調整を義務づけているGATT

第 24条第 6項に整合的でない。

＜最近の動き＞

2013 年 7 月、我が国は EUに対し、クロアチ

アのEU加盟に伴うGATT第 24 条第 6項交渉開

始の意図がある旨書面にて申し入れ、EUとの間

で本件について協議を継続している。なお、2007

年のブルガリア及びルーマニアのEU加盟に伴う

GATT第 24 条第 6項交渉では、我が国の、税率

の引き上げによる損害を累積したものが損害額で

あるという主張と、EU側の、ある新規加盟国で

税率が引き上げられる場合でも、他の新規加盟国

で税率が引き下げられる場合はその利益も考慮す

べきであり、税率引き下げによる利益も考慮すれ

ば補償は不要という主張の隔たりが埋まらず、補

償措置を得られずに協議を終えている。

なお、アイスランド、トルコ及びモンテネグロ

がEUへの加盟交渉を行っており、また、マケド

ニア旧ユーゴスラビア共和国及びセルビアも加盟

候補国に認定されているところ、我が国としては、

GATT第 24条第 6項及び第 28条との整合性を確

保するよう、EUと協議を継続し、働きかけを行っ

ていく必要がある。




